
業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 1/5

第４次 第５次

5,837,656 5,837,656 6,107,855 6,107,855

1 総
合併処理浄
化槽設置整
備事業

生活排水による公共
水域の水質汚濁防止
及び生活環境の悪化
を防止する。

調整区
域内の
市民

政
策

合併処理浄
化槽の設置

合併処理浄
化槽の設置

15,943

42基に補助すると
ともに、法定検査受
験率の向上のため、
県他市町と研究し補
助金交付要綱の見直
しをした。

Ａ 21,967 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

1
合併処理浄
化槽設置整
備事業

交付申請書・
実績報告書の
受付、補助金
の支払い

申請件数 年５７件 年42件 15,926

交付申請書・
実績報告書の
受付、補助金
の支払い

申請件数 年５７件 21,950 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

1
合併処理浄
化槽設置整
備事業

補助金交付要
綱の見直し

見直し回数 年１回 年１回
補助金交付要
綱の見直し

見直し回数 年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

1
合併処理浄
化槽設置整
備事業

国県補助金の
申請、実施報
告事務

国県実績報告
回数

年２回 年2回
国県補助金の
申請、実施報
告事務

国県実績報告
回数

年２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

1
合併処理浄
化槽設置整
備事業

事前及び完了
検査事務

検査件数 年５７件 年42件
事前及び完了
検査事務

検査件数 年５７件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

1
合併処理浄
化槽設置整
備事業

神奈川県合併
処理浄化槽普
及促進協議会
への参加

出席回数 年１回 年2回 17

神奈川県合併
処理浄化槽普
及促進協議会
への参加

出席回数 年１回 17 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

1
合併処理浄
化槽設置整
備事業

浄化槽検査維
持管理補助の
検討

要綱の作成 ３月 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
補助制度を確立後予
算計上

予算
なし

2 総
下水道事業
特別会計繰
出金

下水道特別会計の財
政健全化

下水道
処理区
域内の
市民

内
部

1,748,000
適切に事務を行って
おり、財政健全化に
努めている。

Ａ 1,877,467
現状維

持
なし 維持

2
下水道事業
特別会計繰
出金

下水道事業特
別会計の繰出
金調書の作成
及び財政課と
の協議

特別会計繰出
金の支出月

Ｈ２１年
５月

Ｈ２１年
５月

1,748,000

下水道事業特
別会計の繰出
金調書の作成
及び財政課と
の協議

特別会計繰出
金の支出月

Ｈ２２年
５月

1,877,467
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし

24
以
降

地方公営企業法適用
移行

維持

3 総
日本下水道
協会等団体
負担金

各種団体等に参加し
下水道事業の普及促
進や諸問題の調査研
究を行う。

職員
内
部

1,669
研究会へも積極的に
参加し、成果が出て
いる。

Ａ 2,010
現状維

持
なし 維持

3
日本下水道
協会等団体
負担金

日本下水道協
会等団体への
参加

団体の数 ７団体 ７団体 1,504
日本下水道協
会等団体への
参加

団体の数 ７団体 1,532
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
日本下水道
協会等団体
負担金

研究会等への
参加

のべ参加回数 １５回 17回 165
研究会等への
参加

のべ参加回数 １７回 478
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 総

流域下水道
左岸処理場
公害対策委
員会補助

相模川流域下水道左
岸処理場の良好な環
境を保持するため補
助金を支出する。

職員
政
策

800
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 800 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4

流域下水道
左岸処理場
公害対策委
員会補助

交付申請書・
実績報告書の
受付、補助金
の支払い

補助金交付回
数

年１回 年１回 800

交付申請書・
実績報告書の
受付、補助金
の支払い

補助金交付回
数

年１回 800
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
消費税支出
事務

消費税法に基づく申
告納付を行う。

藤沢税
務署

内
部

36,930
適切に申請を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 40,241
現状維

持
なし 維持

5
消費税支出
事務

適正な申告書
の作成・納付

確定申告書の
提出

年１回 年１回 36,930
適正な申告書
の作成・納付

確定申告書の
提出

年１回 40,241
不
可

必
要

可
不
可

無 なし

税理士の活用を想定
したが、決算を調整
し税理士に資料提出
する段階で申告額の
把握が可能であり、
民間委託するメリッ
トがない。

維持

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

決算内訳（千円）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名
実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

下水道総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

活動
優先
順位

④
継
続
性

下水道総務課

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用
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活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

決算内訳（千円）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名
実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

下水道総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

活動
優先
順位

④
継
続
性

下水道総務課

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

701 総
地方公営企
業法適用調
査研究

下水道事業特別会計
の地方公営企業法適
用を図る。

下水道
処理区
域内の
市民

政
策

2,625

地方公営企業法適用
移行に向けた調査研
究を行い、平成24
年度適用とし、平成
21年度からの移行
業務に着手すること
に決定し、研究成果
を基本方針（案）と
して取り纏めた。

Ａ 高 高 高

701
地方公営企
業法適用調
査研究

地方公営企業
法適用に向け
課題の抽出、
解決方法及び
移行時期等に
ついてプロ
ジェクトチー
ムを組織し調
査研究し移行
方針を定め
る。

研究会の開催
回数

10回以
上

26回 2,625

6 総

地方公営企
業法適用調
査研究(法適
化移行業務)

下水道事業特別会計
の法適化移行業務を
行い、平成２４年４
月１日法適化を目指
す。

下水道
処理区
域内の
市民

政
策

地方公営企
業法適用移
行事務

26,523 1
地方公営企業
法適用移行業
務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6

地方公営企
業法適用調
査研究(法適
化移行業務)

法適化移行業
務

移行業務の進
捗率

３２％ 26,523 1
地方公営企業
法適用移行業
務

不
可

必
要

可
不
可

無 なし
平成２１年度６月業
務委託する

維持

7 総

地方公営企
業法適用調
査研究(資産
台帳の作成)

下水道事業特別会計
の法適化移行業務を
行い、平成２４年４
月１日法適化を目指
す。

下水道
処理区
域内の
市民

政
策

下水道施設
の改築・修
繕

15,000 1
地方公営企業
法適用移行業
務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7

地方公営企
業法適用調
査研究(資産
台帳の作成)

資産台帳の作
成

資産台帳作成
業務の進捗率

５０％ 15,000 1
地方公営企業
法適用移行業
務

不
可

必
要

可
不
可

無 なし
平成２１年度６月業
務委託する

維持

8 総

部内の予算
及び決算の
総括調整、
予算の執行
審査

公営企業決算状況調
査書の作成や部内予
算の執行管理、資本
費平準化債等の借入
れを行う。

下水道
処理区
域内の
市民

内
部

適切に部内調整を図
り成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

8

部内の予算
及び決算の
総括調整、
予算の執行
審査

公営企業決算
状況調査書の
作成

調査書の作成 ６月 ６月
公営企業決算
状況調査書の
作成

調査書の作成 ６月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8

部内の予算
及び決算の
総括調整、
予算の執行
審査

予算執行管理
部内の予算執
行件数

2,000件 2,130件 予算執行管理
部内の予算執
行件数

2,000件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8

部内の予算
及び決算の
総括調整、
予算の執行
審査

入札の自課執
行及び契約の
締結

入札回数 年55回 年47回
入札の自課執
行及び契約の
締結

入札回数 年47回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8

部内の予算
及び決算の
総括調整、
予算の執行
審査

資本費平準化
債・公営企業
借換債の要望
額の算定

借入額
570,00
0千円

570,00
0千円

資本費平準化
債の要望額の
算定

借入額
560,00
0千円

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総

公共下水道
事業受益者
負担金の賦
課事務

下水道区域内に存す
る土地所有者に対し
て法及び条例に基づ
き負担金を賦課す
る。

事業認
可区域
内の土
地所有

者

義
務

254
適切に賦課事務を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 400 3
公共下水道事
業受益者負担
金の賦課事務

現状維
持

有り 維持
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活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

決算内訳（千円）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名
実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

下水道総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

活動
優先
順位

④
継
続
性

下水道総務課

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

9

公共下水道
事業受益者
負担金の賦
課事務

負担金地元説
明会及び個別
説明の実施

周知した率 １００％ １００％
負担金地元説
明会及び個別
説明の実施

周知した率 １００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

9

公共下水道
事業受益者
負担金の賦
課事務

該当地区の公
図、登記簿等
調査

調査率 １００％ １００％
該当地区の公
図、登記簿等
調査

調査率 １００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

9

公共下水道
事業受益者
負担金の賦
課事務

処理区域の決
定

公示回数 年１回 年１回
処理区域の決
定

公示回数 年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

9

公共下水道
事業受益者
負担金の賦
課事務

徴収猶予及び
猶予取消

猶予及び猶予
取消決定の事
務処理率

１００％ １００％
徴収猶予及び
猶予取消

猶予及び猶予
取消決定の事
務処理率

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

9

公共下水道
事業受益者
負担金の賦
課事務

賦課台帳・通
知書の作成・
送付

受益者負担金
賦課件数

３００件 405件 254
賦課台帳・通
知書の作成・
送付

受益者負担金
賦課件数

３００件 400 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

9

公共下水道
事業受益者
負担金の賦
課事務

受益者分担金
の検討

報告書の作成
Ｈ21年3
月 3

公共下水道事
業受益者負担
金の賦課事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

10 総

公共下水道
事業受益者
負担金の徴
収事務

下水道区域内に存す
る土地所有者に対し
て法及び条例に基づ
き負担金を徴収す
る。

受益者
負担金
滞納者

義
務

2
適切に徴収事務を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 97
現状維

持
有り 維持

10

公共下水道
事業受益者
負担金の徴
収事務

滞納者への督
促

文書催告件数
（督促状発送
件数）

年200件
(360
件）

年0件
(224
件）

2
滞納者への督
促

文書催告件数
（督促状発送
件数）

年200件
(360
件）

97 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

10

公共下水道
事業受益者
負担金の徴
収事務

訪問徴収の実
施

定期訪問徴収
の実施回数

年３回 年３回
訪問徴収の実
施

定期訪問徴収
の実施回数

年３回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

10

公共下水道
事業受益者
負担金の徴
収事務

滞納者の実態
調査

実態調査の実
施回数

年２回 年１回
滞納者の実態
調査

実態調査の実
施回数

年２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

10

公共下水道
事業受益者
負担金の徴
収事務

滞納処分に関
する業務 処分件数 年20件 年0件

滞納処分に関
する業務 処分件数 年20件 可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

10

公共下水道
事業受益者
負担金の徴
収事務

欠損処分に関
する業務

処分件数 年40件 年50件
欠損処分に関
する業務

処分件数 年50件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

11 総
公共下水道
使用料の賦
課事務

公共下水道使用者に
対する賦課

公共下
水道使
用者

義
務

84
適切に賦課事務を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 148 2
公共下水道使
用料の賦課事
務

現状維
持

有り 維持

11
公共下水道
使用料の賦
課事務

下水道使用料
の賦課、免除

県企業庁水道
局との賦課、
免除の調整回
数

年１２回
年6回
免除165
件

84
下水道使用料
の賦課、免除

県企業庁水道
局との賦課、
免除の調整回
数

年１２回 148 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

11
公共下水道
使用料の賦
課事務

下水道使用料
の料金改定の
検討

部内会議を経
て年次報告書
の作成

Ｈ22年3
月 2

公共下水道使
用料の賦課事
務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総

未接続調査
に基づく公
共下水道の
普及対策業
務

未接続調査に基づ
き、排水設備の指導
を行う。

公共下
水道使
用者

義
務

現地調査を行い成果
が出ている。 Ａ 現状維

持
有り

予算
なし
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決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

決算内訳（千円）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名
実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

下水道総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

活動
優先
順位

④
継
続
性

下水道総務課

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

12

未接続調査
に基づく公
共下水道の
普及対策業
務

公共下水道接
続現地確認

現地確認件数 年300件 年294件
公共下水道接
続現地確認

現地確認件数 年400件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

13 総
公共下水道
使用料の徴
収事務

下水道使用料を徴収
するに必要な事務費
等の経費

公共下
水道使
用者及
び滞納

者

義
務

127,164
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 126,017
現状維

持
有り 維持

13
公共下水道
使用料の徴
収事務

県企業庁水道
局への徴収委
託

委託料の支出
回数

年４回 年４回 124,504
県企業庁水道
局への徴収委
託

委託料の支出
回数

年４回 122,960
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

13
公共下水道
使用料の徴
収事務

滞納者への催
告

文書催告件数
年5,000
件

企業随時
市単206

2,660
滞納者への催
告

文書催告件数
年5,000
件

3,057 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

13
公共下水道
使用料の徴
収事務

訪問徴収の実
施

定期訪問徴収
の実施回数

年１２回 年20回
訪問徴収の実
施

定期訪問徴収
の実施回数

年１２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

13
公共下水道
使用料の徴
収事務

滞納者の実態
調査

実態調査の実
施回数

年１２回 年20回
滞納者の実態
調査

実態調査の実
施回数

年１２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

13
公共下水道
使用料の徴
収事務

滞納処分に関
する業務 処分件数 年２０件 年0回

滞納処分に関
する業務 処分件数 年２０件 可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

13
公共下水道
使用料の徴
収事務

欠損処分に関
する業務

処分件数
年1,000
件

年2,456
件

欠損処分に関
する業務

処分件数
年1,000
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

14 総
下水道運営
審議会

下水道使用料及び受
益者負担金、その他
下水道事業の運営に
関する事項を調査・
審議する。

審議会
委員及
び市民

内
部

244

審議会を通して委員
の下水道事業への理
解を深めることが出
来た。

Ａ 525
現状維

持
なし 維持

14
下水道運営
審議会

下水道審議会
の開催

審議会開催数 年２回 年3回 244
下水道審議会
の開催

審議会開催数 年４回 365
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14
下水道運営
審議会

下水道審議会
の庶務

会議録の作成 年２回 年3回
下水道審議会
の庶務

会議録の作成 年４回 160
不
可

必
要

可
不
可

無 なし

会議録作成委託が可
能だが、納期に時間
がかかりすぎるた
め、使用料改定とか
重要な案件のみ委託
したい。

維持

15 総
下水道広報
事業

市民等に対し下水道
事業につて理解を深
めて貰うために啓発
周知活動を図る。

市民
政
策

74

広報紙やイベントを
通して多くの市民の
方々に下水道事業の
促進・普及について
理解をいただいた。

Ａ 160 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15
下水道広報
事業

広報紙等への
掲載

広報紙による
啓発回数

年４回 年3回
広報紙等への
掲載

広報紙による
啓発回数

年４回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

予算
なし

15
下水道広報
事業

催事への参加
や協力

開催回数 年２回 年3回 74
催事への参加
や協力

開催回数 年２回 160 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

16 総
藤沢市公共
下水道維持
管理負担金

茅ヶ崎市堤（ライフ
タウン）地区の公共
下水道維持管理経費

堤地区
市民

施
管

36,802
適切に事務を行っ
た。 Ａ 40,000 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

16
藤沢市公共
下水道維持
管理負担金

藤沢市との協
定に基づく負
担金の支出

負担金の支出
月

Ｈ２１年
３月

Ｈ２１年
３月

36,802
藤沢市との協
定に基づく負
担金の支出

負担金の支出
月

Ｈ２１年
３月

40,000 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持
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（
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活動

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
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20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

下水道総務課

改善
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（年
度）

手法の
変更の
有無
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予
算
の
方
向
性
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④
継
続
性

下水道総務課

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

17 総
相模川流域
下水道維持
管理負担金

相模川流域下水道維
持管理費の茅ヶ崎市
負担分

神奈川
県

施
管

821,322
適切に事務を行っ
た。 Ａ 829,326 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

17
相模川流域
下水道維持
管理負担金

相模川流域下
水道第１２次
維持管理計画
に基づく負担
金の支出

負担金の支出
回数

年４回 年４回 821,322

相模川流域下
水道第１２次
維持管理計画
に基づく負担
金の支出

負担金の支出
回数

年４回 829,326 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務との兼務で
再任用を活用

維持

18 総
相模川流域
下水道建設
事業負担金

相模川流域下水道建
設事業費の茅ヶ崎市
負担分

神奈川
県

施
整

相模川流域
下水道促進
事業

相模川流域
下水道促進
事業

118,371
適切に事務を行っ
た。 Ａ 126,962 未 高 高 高

現状維
持

維持

18
相模川流域
下水道建設
事業負担金

負担金の支出
年度内の負担
金支出回数

年４回 年４回 118,371 負担金の支出
年度内の負担
金支出回数

年４回 126,962
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19 総 市債償還金 借入金元本の返済
融資機

関
内
部

1,819,919
適切に事務を行っ
た。 Ａ 1,862,685

現状維
持

維持

19 市債償還金 市債の返済 期限内納付 １００％ １００％ 1,819,919 市債の返済 期限内納付 １００％ 1,862,685
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総 市債利子 利子の返済
融資機

関
内
部

1,107,453
適切に事務を行っ
た。 Ａ 1,136,540

現状維
持

なし 維持

20 市債利子 利子の支出 期限内納付 １００％ １００％ 1,107,453 利子の支出 期限内納付 １００％ 1,136,540
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21 総
一時借入金
利子

一時的な借入金の運
用により歳入の確保

融資機
関・市

民

内
部

0
適切に事務を行っ
た。 Ａ 987

現状維
持

なし 維持

21
一時借入金
利子

利子の支出
一時借入の抑
制

0 0 0 利子の支出
一時借入の抑
制

0 987
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持


